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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第21期

中間連結会計期間
第22期

中間連結会計期間
第21期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

営業収益
　(うち受入手数料)

(千円)
3,759,760 3,460,504 8,631,114

(3,406,568) (2,754,806) (7,574,286)

経常利益 (千円) 607,161 340,894 1,678,209

親会社株主に帰属する中間(当期)純
利益

(千円) 380,413 136,500 953,994

中間包括利益又は包括利益 (千円) 591,437 1,027,806 1,439,575

純資産額 (千円) 12,259,652 13,115,651 12,658,040

総資産額 (千円) 198,446,661 204,813,572 272,032,047

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 7.46 2.76 18.90

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 6.18 6.40 4.65

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,868,415 △3,113,356 5,682,998

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △256,013 △235,063 △1,057,807

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,613,876 1,080,736 △2,535,545

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

(千円) 3,206,792 3,663,104 5,941,792
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　当社は「取締役等向け株式交付信託」及び「従業員向けＲＳ信託」を導入しております。

　なお、信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式を１株当たり中間（当

期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めております。

３　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

また、後記「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項　(セグメント情報等)」に掲記したとおり、当

社グループの事業セグメントは、主として金融商品取引並びに商品デリバティブ取引の受託及び自己売買を行う「金

融商品取引業等」の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①　経済環境

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や高水準の賃上げ、さらには堅調な企業

業績を背景として緩やかな回復基調となりました。一方で、中東地域での地政学リスクの長期化に伴うエネル

ギーコストや原材料価格の高止まり、全国各地で相次いだ自然災害や継続的な物価上昇による家計負担の増加

などから、個人消費は引き続き慎重な動きとなりました。

金融市場では、ＮＹダウはＡＩ・半導体関連株が相場を牽引し、主要企業の堅調な業績や経済指標を背景

に、８月上旬に54,000ドルを超えて史上最高値を更新しました。その後９月には、堅調な米国雇用統計を受け

たインフレや金融政策に対する警戒感の強まりから、金利上昇を背景に下落しました。日経平均株価は、中東

情勢を巡る懸念の後退やＡＩ・半導体関連株への資金流入を背景に、６月下旬に72,000円を超えて史上最高値

を更新しました。その後７月以降は、世界的な金利上昇や原油価格の上昇による利益確定売りが相場の重石と

なる一方で、良好な企業業績や成長期待による買い、また高水準の資金流入が続く投資信託を通じた買い注文

が相場を下支えしました。

商品市場では、ＮＹ金先物は、米国・イスラエルとイランとの紛争に伴うホルムズ海峡封鎖の長期化による

インフレ懸念から、米国の利下げ観測が後退したことを背景に下落基調となり、７月中旬には一時4,000ドルを

下回りました。その後は、米国の金融政策や為替・金利動向を材料に底堅く推移し、一時4,700ドル台まで上昇

したものの、米国の金融政策を巡る見方や為替・金利動向により９月下旬にかけて再び4,100ドル台まで下落し

ました。 ＮＹ原油先物では、４月上旬に110ドルを超えた後、米国とイランの停戦を巡る動きなどを背景に下

落し、７月上旬には70ドルを下回る水準になりました。その後は、中東情勢を巡る不透明感が再び強まったこ

とに加えて、ホルムズ海峡の通航を巡る供給懸念から価格は上昇に転じ、９月中旬には一時100ドルを超える場

面もみられました。９月下旬には中東からの原油輸出の回復を受けて供給懸念が後退し、下落する展開となり

ました。

 
②　財政状態

（資産の部）

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて67,218百万円減少し、204,813百万円となりま

した。これは主に、支払差金勘定15,449百万円、信用取引貸付金2,865百万円等の増加があったものの、差入保

証金90,049百万円、現金及び預金2,188百万円等の減少があったこと等によるものであります。

 
（負債の部）

当中間連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて67,676百万円減少し、191,697百万円となり

ました。これは主に、信用取引借入金2,538百万円、預り証拠金代用有価証券1,908百万円等の増加があったも

のの、預り証拠金36,680百万円、受取差金勘定34,019百万円等の減少があったこと等によるものであります。

 
＜参考＞

当社グループの中核子会社である日産証券株式会社は商品関連市場デリバティブ取引及び商品先物取引の受

託を行っておりますが、委託者から受け入れる証拠金等は清算機関等へ差し入れる「差入保証金」及び委託者

から受け入れる「預り証拠金」が両建てで計上されております。その他、相場の動向により「支払差金勘

定」、「委託者先物取引差金」、「受取差金勘定」が計上されます。

このため資産に計上される「差入保証金」、「支払差金勘定」、「委託者先物取引差金」（期末時点の状況

により負債に計上される場合もあります。）及び負債に計上される「預り証拠金」、「受取差金勘定」は、相
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場の動向及び委託者のポジションなどにより日々変動することから、当社グループの資産及び負債の額は、こ

れらの変動に大きな影響を受けますが、キャッシュ・フロー等、当社グループの連結業績に与える影響は軽微

であります。

 
（純資産の部）

当中間連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて457百万円増加し、13,115百万円となりま

した。これは主に、配当金の支払631百万円があったものの、親会社株主に帰属する中間純利益136百万円の計

上、株式交付信託による自己株式の処分61百万円、その他有価証券評価差額金の増加891百万円があったことに

よるものであります。

 
③　経営成績

当社グループの中核子会社である日産証券株式会社における株式等売買代金は3,137億円（前年同期比

121.5％）となり、前年同期から増加したものの、金先物市場においては、夏場にかけて下落傾向の相場展開が

続き市場流動性が低下したことに加え、米国の金融政策や為替・金利動向を巡る不透明感を背景として市場参

加者の様子見姿勢が強まり、売買が低調に推移したこと等から、大阪取引所における金標準先物の取引高は

1,566千枚（同38.0％）と大幅な減少となりました。また、日産証券株式会社においても市場全体の取引低迷を

受け、金標準先物の売買枚数は316千枚（同41.3％）、合計取引代金は９兆300億円（同73.6％）と減少したこ

ともあり、当中間連結会計期間における当社グループにおける受入手数料は、2,754百万円（同80.9％）となり

ました。なお、金融収益は、551百万円（同254.1％）となりました。

以上の結果、営業収益は3,460百万円（同92.0％）となり、営業収益から金融費用を控除した純営業収益は

3,382百万円（同90.8％）となりました。また、販売費・一般管理費につきましては、3,194百万円（同

97.9％）となり、営業利益は187百万円（同40.9％）となりました。

また、受取配当金で100百万円を計上したこと等もあり、経常利益は340百万円（同56.1％）となりました。

これに加えて、特別損失として特別退職金47百万円、金融商品取引責任準備金繰入れ32百万円を計上したこと

及び法人税等調整額を42百万円計上したこと等により、親会社株主に帰属する中間純利益は136百万円（同

35.9％）となりました。

 
当社グループの当中間連結会計期間における営業収益の状況は次のとおりであります。

Ａ．受入手数料

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

金融商品取引   
 　株式取引 883,438 151.4

 　証券先物・オプション取引 342,080 122.2

 　受益証券取引 285,341 144.4

 　商品関連市場デリバティブ取引 665,668 43.8

 　取引所株価指数証拠金取引 266,093 54.7

 　取引所為替証拠金取引 27,192 167.4

 　通貨・金利関連取引 69,799 65.6

 　その他金融商品取引 19,439 565.5

 金融商品取引計 2,559,053 80.1

商品関連取引   
 　国内市場取引 39,448 56.3

 　海外市場取引 156,304 109.8

 商品関連取引計 195,752 92.1

合計 2,754,806 80.9
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Ｂ．トレーディング損益

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

金融商品取引   
 株式取引 74,199 113.0

 債券取引 4,945 95.8

 商品関連市場デリバティブ取引 △262,720 ―

 金融商品取引計 △183,576 ―

商品関連取引   
 　現物売買取引 248,010 ―

 商品関連取引計 248,010 ―

合計 64,434 92.0
 

(注)当社グループでは、現物売買取引における価格変動リスクの回避又は軽減のため、商品関連市場デリバ

ティブ取引におけるヘッジ取引を行っております。現物売買取引とヘッジ取引において反対ポジションと

する事等により、当社グループの業績に与える影響を最小限にとどめるよう努めております。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

2,278百万円減少し、3,663百万円となりました。

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動の結果使用した資金は3,113百万円（前年同期は2,868百万円の使用）と

なりました。これは、税金等調整前中間純利益180百万円を計上したほか、差入保証金の減少90,049百万円、信用

取引負債の増加2,555百万円、長期預り金の増加1,857百万円等の資金増加要因があった一方で、預り証拠金の減

少36,680百万円、受取差金勘定の減少34,019百万円、支払差金勘定の増加15,449百万円、信用取引資産の増加

2,879百万円等の資金減少要因があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は235百万円（前年同期は256百万円の使用）となり

ました。これは、定期預金の払戻による収入30百万円、投資有価証券の売却による収入30百万円があった一方

で、投資有価証券の取得による支出144百万円、有形固定資産の取得による支出67百万円、無形固定資産の取得に

よる支出41百万円、定期預金の預入による支出30百万円等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動の結果獲得した資金は1,080百万円（前年同期は2,613百万円の獲得）と

なりました。これは、配当金の支払額630百万円があった一方で、短期借入金の純増額1,650百万円、自己株式の

処分による収入61百万円があったことによるものであります。

 

(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループは、事業運営上必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としており

ます。短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達

につきましては、金融機関からの長期借入を基本としております。また、必要に応じて社債の発行により資金調

達を行う等、柔軟に対応することとしております。

なお、当中間連結会計期間末における借入金の残高は短期借入金3,000百万円であります。また、当中間連結会

計期間末における現金及び現金同等物の残高は3,663百万円であります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 55,025,703 55,025,703
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株であ

ります。

計 55,025,703 55,025,703 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 55,025,703 ― 1,701,505 ― 1,133,376
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(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
(自己株式を除く。)
の総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＮＳＨＤ 東京都渋谷区東四丁目４番13-401号 23,514 44.68

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 3,074 5.84

粟野　友太 千葉県佐倉市 1,000 1.90

秋元　之浩 東京都世田谷区 770 1.46

日産証券グループ従業員持株会 東京都中央区銀座六丁目10番１号 656 1.25

森川　菊雄 三重県桑名市 611 1.16

竹村　渉 東京都江戸川区 501 0.95

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番地 318 0.60

石原　勝 新潟県佐渡市 220 0.42

金原　一弘 神奈川県足柄上郡中井町 220 0.42

計 ― 30,886 58.69
 

（注）当社は自己株式を2,394,627株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等)  ― ― ―

議決権制限株式(その他)  ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

― ―
普通株式 2,394,600

完全議決権株式(その他) 普通株式 52,590,400 525,904 ―

単元未満株式 普通株式 40,703 ― ―

発行済株式総数  55,025,703 ― ―

総株主の議決権  ― 525,904 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,200株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数32個が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「取締役等向け株式交付信託」及び「従業員向けＲＳ信

託」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式3,074,500株（議決権の数

30,745個）が含まれております。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式27株が含まれております。

４　「単元未満株式」欄の普通株式には、「取締役等向け株式交付信託」及び「従業員向けＲＳ信託」の信託財

産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式35株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日産証券グループ株式会社

東京都中央区銀座六丁目
10番１号

2,394,600 ― 2,394,600 4.35

計 ― 2,394,600 ― 2,394,600 4.35
 

（注）「取締役等向け交付信託」及び「従業員向けＲＳ信託」の信託財産として株式会社カストディ銀行（信託口）が

保有する当社株式3,074,535株は、上記の自己株式等には含まれておりません。中間連結財務諸表においては自

己株式として処理しております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づくとともに、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年内閣府令第

52号)及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則)に準拠して

作成しております。また、商品先物取引業固有の事項については「商品先物取引業統一経理基準」(平成23年３月２日

改正日本商品先物取引協会)及び「商品先物取引業における金融商品取引法に基づく開示の内容について」(令和２年

５月28日改正日本商品先物取引協会)に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,045,484 4,856,634

  委託者未収金 28,638 18,898

  トレーディング商品 21,367 1,056,092

  商品 119,799 133,873

  保管預り商品 5,361,197 5,019,066

  貸付商品 12,804,095 13,738,955

  保管有価証券 5,896,663 7,805,167

  差入保証金 203,077,477 113,027,987

  約定見返勘定 77,186 39,493

  信用取引資産 4,857,176 7,736,981

   信用取引貸付金 4,851,516 7,716,588

   信用取引借証券担保金 5,659 20,393

  顧客分別金信託 12,950,000 13,740,000

  預託金 30,000 30,000

  短期貸付金 8,410,000 8,910,000

  支払差金勘定 ― 15,449,915

  その他 4,652,191 4,943,492

  貸倒引当金 △1,147 △901

  流動資産合計 265,330,130 196,505,656

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 297,278 289,518

   土地 211,062 211,062

   その他 187,608 214,406

   有形固定資産合計 695,950 714,986

  無形固定資産   

   ソフトウエア 115,335 123,404

   のれん 339,677 299,715

   その他 18,366 18,366

   無形固定資産合計 473,378 441,486

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,935,526 6,357,804

   出資金 3,801 3,801

   破産更生債権等 27,421 27,121

   長期差入保証金 489,831 653,029

   会員権 54,259 54,959

   繰延税金資産 16,057 39,600

   その他 78,731 87,795

   貸倒引当金 △73,040 △72,668

   投資その他の資産合計 5,532,588 7,151,442

  固定資産合計 6,701,917 8,307,915

 資産合計 272,032,047 204,813,572
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 1,350,000 3,000,000

  トレーディング商品 322,314 ―

  預り商品 22,860,775 21,518,474

  未払金 507,896 1,094,084

  未払法人税等 271,569 39,027

  未払消費税等 14,947 7,065

  預り金 14,108,110 11,535,822

  預り証拠金 146,038,786 109,358,035

  預り証拠金代用有価証券 5,896,663 7,805,167

  受入保証金 18,229,033 18,043,418

  信用取引負債 4,446,230 7,002,091

   信用取引借入金 4,436,170 6,974,783

   信用取引貸証券受入金 10,060 27,308

  受取差金勘定 34,019,932 ―

  委託者先物取引差金 4,410,743 3,124,755

  賞与引当金 135,000 47,000

  訴訟損失引当金 8,900 ―

  その他 55,082 22,048

  流動負債合計 252,675,985 182,596,991

 固定負債   

  長期預り金 4,572,414 6,430,065

  役員株式報酬引当金 84,317 110,679

  従業員株式報酬引当金 1,145 3,765

  繰延税金負債 1,321,640 1,797,912

  その他の固定負債 54,975 62,605

  固定負債合計 6,034,492 8,405,028

 特別法上の準備金   

  金融商品取引責任準備金 619,489 651,862

  商品取引責任準備金 44,038 44,038

  特別法上の準備金合計 663,528 695,901

 負債合計 259,374,006 191,697,920

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,701,505 1,701,505

  資本剰余金 1,070,697 1,070,697

  利益剰余金 7,813,852 7,318,780

  自己株式 △985,903 △924,525

  株主資本合計 9,600,151 9,166,456

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,057,889 3,949,194

  その他の包括利益累計額合計 3,057,889 3,949,194

 純資産合計 12,658,040 13,115,651

負債純資産合計 272,032,047 204,813,572
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業収益   

 受入手数料 3,406,568 2,754,806

 トレーディング損益 70,070 64,434

 金融収益 217,204 551,833

 その他の営業収益 65,917 89,430

 営業収益合計 3,759,760 3,460,504

金融費用 36,132 78,499

純営業収益 3,723,627 3,382,005

販売費・一般管理費   

 取引関係費 825,134 827,823

 人件費 ※1  1,631,035 ※1  1,460,267

 不動産関係費 245,088 249,903

 事務費 361,702 450,787

 減価償却費 58,812 67,543

 租税公課 42,459 39,437

 貸倒引当金繰入額 △667 △618

 のれん償却額 39,962 39,962

 その他 60,859 59,171

 販売費・一般管理費合計 3,264,387 3,194,275

営業利益 459,240 187,729

営業外収益   

 受取利息 12,845 12,062

 受取配当金 73,768 100,725

 為替差益 11,754 ―

 受取報奨金 41,487 ―

 システム収益 20,898 75,483

 その他 35,282 31,866

 営業外収益合計 196,035 220,138

営業外費用   

 支払利息 16,294 ―

 証券代行事務手数料 19,196 18,299

 自己株式取得費用 1,499 ―

 遊休資産諸費用 ― 34,873

 その他 11,123 13,800

 営業外費用合計 48,114 66,973

経常利益 607,161 340,894

特別利益   

 投資有価証券売却益 ― 4,797

 特別利益合計 ― 4,797
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           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

特別損失   

 固定資産除却損 4,615 ―

 投資有価証券評価損 45,717 ―

 金融商品取引責任準備金繰入れ 27,520 32,373

 訴訟損失引当金繰入額 ― 100

 特別退職金 3,960 47,072

 その他 10,205 9,241

 特別損失合計 92,019 88,786

匿名組合損益分配前税金等調整前中間純利益 515,141 256,905

匿名組合損益分配額 26,853 76,313

税金等調整前中間純利益 488,288 180,591

法人税、住民税及び事業税 523,537 1,611

法人税等調整額 △415,662 42,479

法人税等合計 107,874 44,090

中間純利益 380,413 136,500

親会社株主に帰属する中間純利益 380,413 136,500
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 380,413 136,500

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 211,024 891,305

 その他の包括利益合計 211,024 891,305

中間包括利益 591,437 1,027,806

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 591,437 1,027,806

 非支配株主に係る中間包括利益 ― ―
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 488,288 180,591

 減価償却費 58,812 67,543

 のれん償却額 39,962 39,962

 投資有価証券評価損益（△は益） 45,717 ―

 有価証券売却損益（△は益） ― △4,797

 受取利息及び受取配当金 △86,613 △112,788

 支払利息 16,294 ―

 為替差損益（△は益） △4,960 11,004

 委託者未収金の増減額（△は増加） △33,357 9,740

 棚卸資産の増減額（△は増加） △35,964 △14,063

 保管預り商品の増減額（△は増加） 1,011,136 342,130

 貸付商品の増減額（△は増加） △2,046,940 △934,860

 差入保証金の増減額（△は増加） △37,277,552 90,049,490

 信用取引資産の増減額（△は増加） 181,809 △2,879,805

 顧客分別金信託の増減額（△は増加） △2,250,000 △790,000

 金銭の信託の増減額（△は増加） 499,997 △200,003

 短期貸付金の増減額（△は増加） △3,550,000 △500,000

 
委託者先物取引差金（借方）の増減額（△は増
加）

△111,222 ―

 支払差金勘定の増減額（△は増加） △16,697,325 △15,449,915

 未収入金の増減額（△は増加） 79,708 △240,566

 未収消費税等の増減額（△は増加） 6,143 35,793

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 7,786 263,551

 長期差入保証金の増減額（△は増加） △6,113 △163,197

 破産更生債権等の増減額（△は増加） 312 300

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △667 △618

 未払金の増減額（△は減少） 2,340,452 607,462

 預り証拠金の増減額（△は減少） 49,918,247 △36,680,751

 信用取引負債の増減額（△は減少） △267,444 2,555,860

 預り金の増減額（△は減少） 3,683,700 △2,572,287

 預り商品の増減額（△は減少） 3,678,717 △1,342,300

 受入保証金の増減額（△は減少） 222,159 △177,985

 受取差金勘定の増減額（△は減少） △1,261,554 △34,019,932

 
委託者先物取引差金（貸方）の増減額（△は減
少）

― △1,285,987

 訴訟損失引当金の増減額（△は減少） ― △8,900

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △599,569 △351,394

 長期預り金の増減額（△は減少） △151,220 1,857,651

 その他 △736,891 △1,263,443

 小計 △2,838,151 △2,972,516

 利息及び配当金の受取額 86,177 112,917

 利息の支払額 △16,561 ―

 法人税等の支払額 △99,879 △253,757

 営業活動によるキャッシュ・フロー △2,868,415 △3,113,356
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           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △30,000 △30,000

 定期預金の払戻による収入 30,000 30,000

 有形固定資産の取得による支出 △50,942 △67,320

 無形固定資産の取得による支出 △184,774 △41,701

 投資有価証券の取得による支出 ― △144,809

 投資有価証券の売却による収入 ― 30,086

 会員権の取得による支出 △3,700 △700

 その他 △16,596 △10,618

 投資活動によるキャッシュ・フロー △256,013 △235,063

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 2,950,000 1,650,000

 自己株式の取得による支出 △149,995 ―

 自己株式の処分による収入 33,829 61,377

 配当金の支払額 △219,956 △630,641

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,613,876 1,080,736

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,960 △11,004

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △505,591 △2,278,688

現金及び現金同等物の期首残高 3,712,384 5,941,792

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  3,206,792 ※1  3,663,104
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 
(追加情報)

（取締役等向け株式交付信託）

　当社は、2022年６月29日開催の第17回定時株主総会の承認を受け、当社の監査等委員でない取締役（社外取締役、非

業務執行取締役及び国外居住者を除きます。）を対象に、信託を用いた株式報酬制度（以下、「本制度」といいま

す。）を導入しております。

　なお、当社執行役員（国外居住者を除きます。）及び当社グループの一部の連結子会社においても、取締役（社外取

締役、非業務執行取締役及び国外居住者を除きます。）及び執行役員（国外居住者を除きます。）を対象とする同様の

株式報酬制度を導入しております。

 
１．本制度の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」といいます。）が当社株式を取得し、当

社が取締役及び執行役員に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて取締役及び執行役員に対し

て交付される、という株式報酬制度です。

　本制度に基づく当社株式の交付は、2023年３月末日で終了する事業年度から2027年３月末日で終了する事業年度まで

の５事業年度の間に在任する監査等委員でない取締役（社外取締役及び国外居住者を除きます。以下「対象取締役」と

いいます。）及び執行役員（国外居住者を除きます。以下、総称して「対象取締役等」といいます。）に対して行いま

す。なお、対象取締役等が当社株式の交付を受ける時期は、原則として退任時です。

 
２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式として

計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度267,937千円、1,876,700株、当中間連結会

計期間256,329千円、1,795,400株です。

 
（従業員向けＲＳ信託）

　当社は、2023年５月12日開催の当社取締役会の決議を受け、当社グループの従業員（以下「従業員」という。）に対

し、従業員向けインセンティブ・プランであるＲＳ信託（以下「本制度」という。）を導入しております。

　本制度は、従業員に対する福利厚生制度を拡充させるとともに、当社業績や株価上昇への意識を高めることにより、

当社の中長期的な企業価値向上を図ることを目的としております。

　また、当社はサステナビリティ基本方針において、社員の持つ能力を企業にとっての重要な経営資本と捉え、すべて

の社員が健康で安全にその能力を発揮できる職場環境を整備するとともに、その価値の持続的な向上に取り組むことと

しており、本制度の導入により経営資本の中核たる人的資本のさらなる充実化を図ることができるものと考えておりま

す。

　なお、2024年５月22日開催の当社取締役会において、福利厚生制度のさらなる拡充とともに、当社業績の向上に対す

るインセンティブを高めることで、従業員エンゲージメントの向上を図るため、当社が委託者として設定し金銭を信託

する信託（以下「本信託」という。）に対し、金銭の追加信託を行うことを決議いたしました。この変更は、本信託か

ら従業員に交付される株式数を、従来の役位及び在職期間に応じて決定されるとしていたことに加え、当社業績に応じ

ても増加させることを企図しております。

 
１．本制度の概要

　本制度は、本信託の受託者が、かかる信託金を原資として当社普通株式の取得を行った上で、従業員のうち一定の要

件を充足する者に対して、当社が付与するポイントに応じた数の当社株式を交付するというインセンティブ・プランで

す。

　交付される当社株式については、当社と各従業員との間で譲渡制限契約を締結することにより退職までの譲渡制限を

付すものといたします。また、本信託による当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありませ

ん。

　本制度の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を享受することができるため、株価を意識し

た従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高める効果が期待できます。

EDINET提出書類

日産証券グループ株式会社(E03739)

半期報告書

17/26



　さらに上記のとおり退職までの譲渡制限を付すため、株式交付後も継続して企業価値の持続的な向上を図るインセン

ティブを与えることが可能です。

 
２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式として

計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度267,975千円、1,570,892株、当中間連結会

計期間218,205千円、1,279,135株です。

 
(中間連結損益計算書関係)

※１．人件費の内訳は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自　2025年４月１日

至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2026年４月１日

至　2026年９月30日)

役員報酬 189,658千円 188,280千円

株式報酬費用 30,744 39,035

従業員給与 1,035,224 916,889

その他報酬給与 61,887 50,294

福利厚生費 216,519 218,767

賞与引当金繰入額 97,000 47,000

　合計 1,631,035 1,460,267
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

(自　2025年４月１日

至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2026年４月１日

至　2026年９月30日)

現金及び預金勘定 4,310,485千円 4,856,634千円

金融商品取引責任準備預金 △529,651 △619,489

商品取引責任準備預金 △44,040 △44,040

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △30,000 △30,000

担保に供している定期預金 △500,000 △500,000

　現金及び現金同等物 3,206,792 3,663,104
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

 2025年５月13日

取締役会
普通株式 利益剰余金 220,102 4.00 2025年３月31日 2025年６月３日

 

(注)　上記の配当金の総額には、「取締役等向け株式交付信託」及び「従業員向けＲＳ信託」の信託財産として株式

会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金14,596千円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

 2025年11月12日

取締役会
普通株式 資本剰余金 162,361 3.00 2025年９月30日 2025年12月１日

 

(注)　上記の配当金の総額には、「取締役等向け株式交付信託」及び「従業員向けＲＳ信託」の信託財産として株式

会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金10,365千円が含まれております。

 
３．株主資本の著しい変動

（自己株式の取得）

　当社は、2025年５月15日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定及び定款の定めに基づき、自己株式を

取得することを決議し、当中間連結会計期間において自己株式905,100株の取得を行いました。この結果、当中間連結会
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計期間において自己株式が149,995千円増加いたしました。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

 2026年５月12日

取締役会
普通株式 利益剰余金 631,572 12.00 2026年３月31日 2026年６月２日

 

(注)　上記の配当金の総額には、「取締役等向け株式交付信託」及び「従業員向けＲＳ信託」の信託財産として株式

会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金41,371千円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

 2026年11月12日

取締役会
普通株式 利益剰余金 157,893 3.00 2026年９月30日 2026年12月１日

 

(注)　上記の配当金の総額には、「取締役等向け株式交付信託」及び「従業員向けＲＳ信託」の信託財産として株式

会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金9,223千円が含まれております。

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

当社グループの事業セグメントは、主として金融商品取引並びに商品デリバティブ取引の受託及び自己売買を行う

「金融商品取引業等」の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

当社グループの事業セグメントは、主として金融商品取引並びに商品デリバティブ取引の受託及び自己売買を行う

「金融商品取引業等」の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 
(金融商品関係)

１．金融商品の時価等に関する事項

現金及び預金、差入保証金、支払差金勘定、信用取引資産、信用取引負債及び受取差金勘定は、企業集団の事業の

運営において重要なものとなっており、かつ、中間連結貸借対照表計上額に前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められますが、当中間連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上

額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品のうち、企業集団の事業の運営において重要なものであり、か

つ前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるものは、次のとおりであります。

 

EDINET提出書類

日産証券グループ株式会社(E03739)

半期報告書

19/26



 

前連結会計年度末(2026年３月31日)

区分
時価 (千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     
　売買目的有価証券     
　　債券 ― 8,819 ― 8,819

　その他有価証券     
　　株式 4,779,435 ― ― 4,779,435

デリバティブ取引     
　商品先物取引 12,547 ― ― 12,547

資産計 4,791,982 8,819 ― 4,800,802

デリバティブ取引     
商品先物取引 322,314 ― ― 322,314

負債計 322,314 ― ― 322,314
 

 
当中間連結会計期間末(2026年９月30日)

区分
時価 (千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     
　売買目的有価証券     
　　債券 989,050 8,537 ― 997,587

　その他有価証券     
　　株式 6,201,712 ― ― 6,201,712

デリバティブ取引     
　商品先物取引 58,505 ― ― 58,505

資産計 7,249,268 8,537 ― 7,257,805

デリバティブ取引     
商品先物取引 ― ― ― ―

負債計 ― ― ― ―
 

 

(デリバティブ取引関係)

　デリバティブ取引の当中間連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められ

ます。

 
１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

商品関連

前連結会計年度末(2026年３月31日)

区分 種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引

先物取引     

売建 2,542,925 ― 2,366,197 176,728

買建 7,433,179 ― 6,946,684 △486,494

合計 ― ― ― △309,766
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当中間連結会計期間末(2026年９月30日)

区分 種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引

先物取引     

売建 5,316,782 ― 4,966,511 350,271

買建 7,965,587 ― 7,673,821 △291,766

合計 ― ― ― 58,505
 

 
２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

(収益認識関係）

　当社グループの顧客との契約から生じる収益等を分解した情報は、以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

 （単位：千円）

区分
報告セグメント
金融商品取引業等

金融商品取引（株券・取引所株価指数証拠金取引等） 1,673,841

金融商品取引（商品関連市場デリバティブ取引） 1,520,218

商品先物取引 212,508

現物売買取引 △1,233,904

その他 65,917

顧客との契約から生じる収益 2,238,581

その他の収益 1,521,178

外部顧客からの営業収益 3,759,760
 

(注) 顧客との契約から生じる収益の「その他」区分の主な収益は、純金＆プラチナ積立契約から生じる収益及び

ソフトウエア保守料等であります。

 
当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

 （単位：千円）

区分
報告セグメント
金融商品取引業等

金融商品取引（株券・取引所株価指数証拠金取引等） 1,893,385

金融商品取引（商品関連市場デリバティブ取引） 665,668

商品先物取引 195,752

現物売買取引 248,010

その他 89,430

顧客との契約から生じる収益 3,092,247

その他の収益 368,257

外部顧客からの営業収益 3,460,504
 

(注) 顧客との契約から生じる収益の「その他」区分の主な収益は、純金＆プラチナ積立契約から生じる収益及び

ソフトウエア保守料等であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益 7円46銭 2円76銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 380,413 136,500

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
(千円)

380,413 136,500

普通株式の期中平均株式数(千株) 50,990 49,378
 

（注）１　当社は「取締役等向け株式交付信託」及び「従業員向けＲＳ信託」を導入しております。信託財産として株

式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式については、中間連結財務諸表において自己株式

として表示しております。そのため、１株当たり中間純利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数

については、信託が保有する当社株式を自己株式数に含めて算定しております。

なお、信託が保有する当社株式の期中平均株式数は、当中間連結会計期間3,252,298株（前中間連結会計期

間3,543,143株）であります。また、信託が保有する当社株式の期末自己株式数は、当中間連結会計期間末

3,074,535 株、当中間連結貸借対照表計上額474,535千円（前中間連結会計期間末3,455,092株、前中間連結

貸借対照表計上額548,520千円）であります。

２　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

(社債の発行)

当社は、2026年11月12日開催の取締役会において、2026年12月16日付けで第１回無担保社債を発行することを決議

いたしました。その概要は次のとおりであります。

 
第１回無担保社債

(1)社債の総額 500,000千円

(2)各社債の金額 1,000千円

(3)払込金額 各社債の金額100円につき金100円

(4)利率 年2.50％

(5)償還期限（年限） 2027年12月15日（１年債）

(6)償還の方法 満期一括償還

(7)払込期日（発行日） 2026年12月16日

(8)資金使途 当社の連結子会社である日産証券株式会社（以下、「日産証券」という。）の劣後債

務への投融資資金

（注）日産証券は、劣後債務により取得した資金を財務の健全性を最優先し、手元流

動性資金として確保しておくことといたします。

　　　　なお、日産証券は清算参加者として株式会社日本証券クリアリング機構へ清

算基金所要額を預託しております。清算基金所要額は各清算参加者のポジショ

ンの状況によって増加する場合もあるため、日産証券は手元流動性資金として

確保した資金を清算基金所要額の追加預託を求められた際に使用することも想

定しております。
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２ 【その他】

　2026年５月12日開催の取締役会において、2026年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末

配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 631,572千円

②　１株当たりの金額 12円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年６月２日
 

（注）上記の配当金の総額には、「取締役等向け株式交付信託」及び「従業員向けＲＳ信託」の信託財産として株

式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金41,371千円が含まれております。

 
　また、第22期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当について、2026年11月12日開催の取締役会に

おいて、2026年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額 157,893千円

②　１株当たりの金額 ３円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年12月１日
 

（注）上記の配当金の総額には、「取締役等向け株式交付信託」及び「従業員向けＲＳ信託」の信託財産として株

式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金9,223千円が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月12日

日産証券グループ株式会社

取締役会 御中

 

太陽有限責任監査法人

東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　村　　幸　　也  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石　　井　　善　　之  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日産証券グ

ループ　株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日か

ら2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日産証券グループ株式会社及び連結子会社の2026年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫

理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

中間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連

結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我
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が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レ

ビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 
(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は、当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

日産証券グループ株式会社(E03739)

半期報告書

26/26


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１中間連結財務諸表
	(1)中間連結貸借対照表
	(2)中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	(3)中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

